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１．はじめに 

軟弱砂質地盤上に敷設されたトップヘビーな小規模構造物につい

て、地震時の安定性を 3 次元水～土連成有限変形解析コード

GEOASIA1),2),3)を用いて、地盤－構造物系の地震前～地震後までの一

連の挙動を検討した。入力した地震動は、長周期成分を含む東海・

東南海・南海 3 連動地震である。 

２．計算条件 

 計算に用いた有限要素メッシュおよび境界条件を図 1、2 に示す。

地盤は、図 1、表 1 に示すように 4 層からなる砂質地盤で上層 15m

が緩い砂地盤である。構造の程度、

比体積は各層で均一として、土被り

圧に応じて過圧密比を鉛直方向に分

布させた。また、工学的基盤面にあ

たる地盤下端は、底面粘性境界

(Vs=380m/sec)を設定し、地盤両側の

同一高さにある全節点に等変位条件

を課した（「周期境界」）。 

地盤中央に設置する小規模な構造

物を図 2 に示すがトップヘビーな構

成となっている。計算にあたっては

土中敷設の構造物はその部分の土要

素を１相系弾性体で置換することに

より再現し、地上部分は１相系弾性体の要素を追加するこ

とで再現した。ベースコンクリート幅の異なる 2 ケースに

ついて検討した。地震動は、地盤底面の全節点の x,y 軸方

向に東海・東南海・南海 3 連動地震（図 3）を入力した。

図 4 に示すように長周期成分が卓越した地震動である。計

算は地震動を与えた後、圧密が終了するまで実施した。 

３．計算結果 

図 5 に点 a における過剰間隙水圧比の変化および図 6 に

30 秒経過後の平均有効応力分布を示す。概ね 30 秒以降に

地盤は液状化しているものと判断される。図 7 に構造物の

点 A および点 C における水平変位量、また、図 8、9 には

紙面の都合上点Aの応答加速度およびフーリエ振幅を示す。

構造物は、地盤が液状化した後、周期 1～4 秒の長周期で水
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図 1 地盤の有限要素メッシュ図 
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3D seismic response analysis of a top heavy structure constructed on liquefiable ground: Takaine, T. (Asanuma Corp.), Noda, T.,

Nakai, K. (Nagoya Univ.), Asaoka, A.(ADEP) and Yamashita, K. (Asanuma Corp.) 
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図 4 フーリエ振幅 
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図 3 入力地震動 
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図 2 構造物メッシュ図 
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平に振動している。図 2

の赤枠で示した立ち上が

りの柱部分 (□0.15m)の

地震中～地震後に生じる

最大曲げモーメントを図

10 に示すが、ケース 1,2

とも図 3 に示した矢印の

時刻 t=43.9 秒で生じてい

る。その大きさは、基礎

幅の大きいケース 2 のほうが

大きくなっている。なお、部

材の許容応力以内であること

を確認している。 

地震中～地震後における

地盤各層の沈下量を図 11

に示す。層 3 および層 4 で

の沈下が大きく、液状化し

たため地震後過剰間隙水圧

の消散とともに沈下したた

めである。図 12にはケース

1、2 の構造物を敷設したと

きの点 A～D の沈下を示す。

各点の沈下量を比べるとケ

ース 2 のほうが大きくなっ

ているが、点 A と点 B の

沈下量の差は、ケース 2 の

ほうが小さく、ベースコン

クリートの幅を広くするこ

とで、不同沈下が抑えられ

ている。t=43.9 秒および地

震後圧密終了時のせん断ひ

ずみ分布を図 13、14に示す

(図 1点 a を通る yz 平面で表示)。点 B 側でせ

ん断ひずみが大きく、ケース 2 では、ベース

コン下で広く大きくなっていることが見てと

れる（図中、○で囲った部分）。 

４．おわりに 

液状化層を有する軟弱砂質地盤上に敷設さ

れたトップヘビーな小規模構造物について、3

次元地震応答解析を実施した。構造物は、1

～4 秒の周期で水平振動し、地震後の沈下は

ベースコン幅の大きいほうが大きいが、不同

沈下は小さくなった。 

参考文献: 1) Asaoka et al.: An elasto-plastic 

description of two distinct..., S&F, 42(5), pp.47-57, 

2002. 2) Asaoka and Noda: All soils all states all 

round geo-analysis integration, International 

Workshop on…, Hong Kong, China, pp.11-27, 2007. 

3) Noda et al.: Soil-water coupled finite 

deformation analysis…, S&F, 48(6), 771-790, 2008. 
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図 9 点 A フーリエ振幅 
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図 8 点 A 応答加速度 
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図 12 時間～沈下量関係 
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図 5 過剰間隙水圧比 (a) x 方向変位量 (b) y 方向変位量 

図 7 水平変位量 
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図 13 せん断ひずみ分布(t=43.9 秒) 
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図 6 平均有効応力分布 

（t=30 秒）
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図 14 せん断ひずみ分布(圧密終了時) 
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図 11 時間～沈下量関係(地盤) 

-15 -10 -5 0
23

24

25

26

曲げモーメント(kN・m)

z座
標

(m
)

-15 -10 -5 0
23

24

25

26

曲げモーメント(kN・m)

z座
標

(m
)

(a)ケース 1 (b)ケース 2 

図10 最大曲げモーメント


